
 
 

 

 





1.  政府再保険の内容 一定規模以上の保険金支払が生じた場合、政府がその一部を支払うよう、再保険を引受け。具体的には、損害保険
会社が引受けた地震保険の全部につき、日本地震再保険（株）が再保険を引受け、さらにその一部につき政府が再
保険の引受けを行っている。

2.  政府再保険の意義 独立採算制のもと、政府の信用により、一時的な資金（準備金）不足に対しても、民間の採算ベースよりも超長期で
の収支相償を図ること、かつ、極力経費を圧縮することにより、できる限り低い保険料で、巨大地震にも対応しうる保
険を提供。

3.  官民保険責任額の構造

（再保険スキーム図）
関東大震災クラスの地震と同等規模の巨大地震が発生した場合においても保険金の全額払いが可能となるよう、総
支払限度額を設定している。

◎総支払限度額 一回の地震等につき 12.0兆円

4.  準備金残高

（令和3年3月末）

地震再保険特別会計 1兆9,909億円

民間保険会社 2,555億円

※政府再保険金の支払が歳出予算及び準備金を超える場合は、借入 （特会法36条）または一般会計か

らの繰入（同法32条）により資金調達を行い、将来の再保険料収入により返済を行う。

政府・民間準備金残高合計 15,095億円

政府による再保険について

2兆2,464億円









（単位：億円）

歳入総額　2,457,915 歳出総額　2,457,915

（内訳）

　債務償還費　   2,318,973

　利子及割引料  　97,884

　その他   　　　　 　　502

復興債整理支出
40,555

（内訳）

　債務償還費　  　　 40,308

その他 　利子及割引料 　     202
（東日本大震災復興関係）

1,762 　その他　　　　　         45

　　　３．このほか、特別会計に関する法律第47条第1項の規定に基づき令和4年度中に発行される借換国債20兆円を見込んでいる（歳入外）。

復興借換公債金収入
38,589

その他　　3,214

国債整理基金特別会計の資金の流れ（令和４年度予算（概算））

国債整理基金特別会計

一般会計より受入
243,385

（注）１．各々の計数において億円未満を四捨五入。

国債整理支出
2,417,360

その他特別会計より受入
679,946

　　　２．公債金収入には、特別会計に関する法律第47条第1項の規定に基づき令和3年度中に発行される借換国債（＝前倒債）20兆円が含まれている。

公債金収入
1,490,815

東日本大震災復興
他会計より受入
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